

公費負担医療制度及び地方単独医療費助成制度における
電子資格確認等事務に関する契約書


　公費負担医療制度及び地方単独医療費助成制度（以下「医療費助成」と総称する。）の実施主体である●●都道府県及び別表１「市町村及び対象制度一覧」に掲げる市町村（特別区を含む。以下同じ。）が、別表１及び別表２「都道府県の対象制度一覧」に掲げる各法に基づく医療費助成における電子資格確認等に関する事務（以下「医療費助成オンライン資格確認等事務」という。）を医療情報基盤・診療報酬審査支払機構（以下「ＤＸ審査支払機構」という。）に委託する。
　●●都道府県は、自ら実施主体となる医療費助成オンライン資格確認等事務についてＤＸ審査支払機構と本契約を締結するとともに、別表１に掲げる市町村に係る医療費助成オンライン資格確認等事務の委託については、当該市町村から契約事務の委任を受け、契約代理人としてＤＸ審査支払機構と本契約を締結する。

（目的）
第１条　本契約は、医療費助成の実施主体が、ＤＸ審査支払機構に委託する医療費助成オンライン資格確認等事務について、委託事務の内容、対象制度、運営負担金その他必要な事項を定め、当該事務の適正かつ円滑な実施を図ることを目的とする。

（利用規約への同意及び遵守）
第２条　医療費助成の実施主体は、本契約の締結をもって、ＤＸ審査支払機構が別途定める「Public Medical Hubシステム利用規約（自治体向け）」（以下「利用規約」という。）に同意し、当該利用規約を遵守する。
２　医療費助成の実施主体は、利用規約が改正された場合には、改正後の利用規約を遵守する。なお、本契約と利用規約の内容が相反する場合、本契約の内容が優先して適用される。

（委託事務）
第３条　医療費助成の実施主体は、以下の各号に掲げる事務をＤＸ審査支払機構へ委託するものとする。
　一　Public Medical Hub（以下「ＰＭＨ」という。）における医療費助成オンライン資格確認等事務
医療機関等におけるオンラインでの有効な資格情報の確認、医療費助成の実施主体及び関係システムとの必要な情報連携、対象者への情報提供その他医療費助成における電子資格確認を実現するために必要な事務を実施する。

二　中間サーバー等における情報連携事務
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号。）第９条第１項又は第２項の規定に基づく、オンライン資格確認等システム及びＰＭＨが連動するための識別子（以下単に「識別子」という。）の採番、管理及び提供並びに当該識別子に係る整合性確認、その他医療費助成の実施主体による適正な識別子管理を支援するために必要な情報連携を実施する。

三　オンライン資格確認等システムにおける情報連携事務
医療機関等からの照会に対して、オンライン資格確認等システムにより資格情報等とあわせて識別子の管理及び提供を行うとともに、ＰＭＨとの情報連携、その他医療費助成における電子資格確認を実現するために必要な事務を実施する。

（運営負担金）
第４条　前条に定める委託事務に要する費用及び支払方法等については、別紙１「運営負担金に係る取扱い」によるものとする。

（状況の確認）
第５条　医療費助成の実施主体は、本契約の実施に必要な限度において、ＤＸ審査支払機構に関する帳簿書類の閲覧、説明の要請及び報告の徴収を行うことができるものとする。

（特定個人情報等の取扱い）
第６条　本契約による業務遂行に当たり、ＤＸ審査支払機構が知り得た個人番号（生存する個人のものだけでなく死者のものも含む。以下同じ。）及び特定個人情報（以下「特定個人情報等」という。）の取扱いについては、別紙２「特定個人情報等に係る取扱い」によるものとする。

（善良なる管理者の注意義務の遵守）
第７条　ＤＸ審査支払機構は、本契約による業務遂行に当たり、特定個人情報等の事務を取り扱う職員への指導監督及び教育指導等を行い、業務趣旨に従い誠実かつ善良なる管理者の注意をもって処理を行うものとする。

（再委託等の報告）
第８条　ＤＸ審査支払機構は、第３条に定める委託事務（特定個人情報等の取扱いに係る事務を除く。）について、更に委託を行う場合、医療費助成の実施主体へ事前に報告するものとする。委託先が更に委託を行う場合（これ以降の全ての委託を含む。）も同様とする。ただし、特定個人情報等の取扱いに係る事務の再委託等については、第６条によるものとする。

（契約不履行による解除）
第９条　本契約のいずれかの当事者が本契約による義務を履行せず、他の当事者の事業執行に著しく支障を来し、又は来すおそれがあると認めるときは、当該他の当事者は直ちに本契約を解除することができるものとする。

（損害賠償）
第１０条　本契約のいずれかの当事者がその責めに帰すべき事由によって本契約に違反し、他の当事者に損害を与えた場合は、当該他の当事者に対する損害賠償の責任を負うものとする。

（有効期間）
第１１条　本契約の有効期間は、令和９年４月１日から令和１０年３月３１日までとする。

（契約更新）
第１２条　本契約の有効期間終了１か月前までに、契約当事者のいずれか一方からから何等の意思表示をしないとき、本契約は自動的に１年間更新されるものとし、以降もまた同様のものとする。

（紛争等の協議）
第１３条　本契約条項又は本契約に定めのない事項について、紛争又は疑義が生じたときは、費用負担等を含め、本契約の当事者間で協議の上、解決するものとする。

（暴力団等排除に係る解除）
第１４条　私的独占等の不正行為及び暴力団排除に関する条項については、別紙３「私的独占等の不正行為及び暴力団排除に関する条項」によるものとする。

上記契約の確実を証するため本書２通を作成し、双方記名押印の上、各１通を所持するものとする。

令和９年４月１日
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（受託者）
東京都江東区豊洲二丁目１番９号
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